
  

平成１７年 3 月期   個別財務諸表の概要          平成 1７年５月１２日 

上 場 会 社 名         三菱製鋼株式会社                上場取引所  東京、大阪 
コ ー ド 番 号         ５６３２                                       本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www. mitsubishisteel.co.jp） 
代  表  者 役職名 取締役社長 氏名 加 藤  秋 夫   
問合せ先責任者 役職名 経理部長  氏名 吉 田  一 夫     ＴＥＬ(０３)３５３６－３１３５ 
決算取締役会開催日 平成１７年５月１２日         中間配当制度の有無             有 
配当支払開始予定日 平成１７年６月３０日      定時株主総会開催日 平成１７年６月２９日 
単元株制度採用の有無  有(１単元1,000 株) 
 
１． １７年３月期の業績(平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日) 
 
(1)経営成績                                （百万円未満切捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

７９，８１３  11.3 
７１，７１６  15.4 

１，９８３   165.7 
  ７４６  164.1 
   － 

１，７８０  66.3 
１，０７０  31.7 

             
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

１，７２５  58.5 
１，０８９  170.7 

１１．９９ 
７．５６ 

― 
― 

９．０ 
 ６．３ 

２．２ 
１．４ 

２．２ 
１．５ 

 
(注) ①期中平均株式数 １７年３月期 143,968,670 株     １６年３月期 143,979,764 株 
    ②会計処理の方法の変更    無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

２．５０ 
１．５０ 

０．００ 
０．００ 

２．５０ 
１．５０ 

３５９ 
２１５ 

２０．９ 
１９．８ 

１．８ 
１．２ 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

８２，５９８ 
８１，６０１ 
７０，０６５ 

２０，０３２ 
１８，３７０ 

２４．３ 
２２．５ 
２３．０ 

１３９．１５ 
１２７．６０ 

 
(注) ①期末発行済株式数   １７年３月期 143,959,964 株  １６年３月期 143,975,879 株 
     ②期末自己株式数     １７年３月期 40,036 株   １６年３月期 24,121 株 
 
２．１８年３月期の業績予想(平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

４４，０００ 
９０，０００ 

 

１，３００ 
３，５００ 
 

８００ 
２，０００ 
 

０．００ 
――― 

――― 
３.００ 

――― 
３.００ 

 
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  13 円 89 銭 

 
上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によ

って予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項は、決算短信（連結）の添付資料６ページをご参照下さい。 



（単位：百万円）

％ ％ ％

42.1 27,527 特殊鋼鋼材 33,627 

製    品    別    売    上    高

100.0 100.0

100.0100.0

仕

向

先

別

ば ね

素 形 材

そ の 他

合 計

合 計

30,154 

16,026 

79,813 

4 

2,910 

29,468 

79,813 

76,902 67,431 

148 

71,716 

41.1 

71,716 

4,284 6.0 

94.0 

8,097 

9,471 

△

37.8 

20.1 

0.0 

96.4 

3.6 

38.4 

11.3 

20.3 

金 額

1,454 14,572 

金 額

686 

6,100 

2.3 

10.0 

22.2 

品 名
対 前 期 増 減

前 期
（１５．４～１６．３）

当 期
（１６．４～１７．３）

増減比構成比構成比金 額

国 内

輸 出 1,374 △

96.9 0.2 △ 144 △

11.3 

14.0 

32.1 

8,097 

－1－



損　 　益 　　計　 　算　 　書

（単位：百万円）

（16.4～17.3） （15.4～16.3）

（ ） （ ） （ ）

販売費及び一般管理費

（ ） （ ） （ ）
受取利息及び配当金

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

投資有価証券売却益
厚生年金代行部分返上益

（ ） （ ） （ ）

生産拠点の移転集約関連損失

投資有価証券等評価損

法人税、住民税及び事業税

△ 17

△ 33

1,502
95△

△ 1,102

科 目

1,070

778

974

688

7,313
63,657

636
52

406
△ 767

376

997
△ 712
20

1,391

710

△ 61
30

18
△ 31

△ 497
△ 515

1
1,237

2,800

8,097
△ 6,859
△ 6,860

△ 869
1,089
1,711

1,682

0

20

833
17

0

128

228

1,725

549

605

1,901

850

712
2,898

0

746

1,102

3,488

1,276
△ 102

1,763

738

1,122

2,241

71,716
70,970

33

1,502

0

198
1,780

営 業 費 用

当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

事 業 整 理 損 失

経 常 利 益

営 業 利 益

77,829
70,517
7,312

対前期増減
当 期 前 期期 別

売 上 高 79,813

売 上 原 価

支 払 利 息
雑 損 失

特 別 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益
固定資産処分益

809

459
146

610

1,983

雑 収 入

関 連 事 業 損 失 376 0 △

0 20

－2－



貸　 　借　 　対　 　照　 　表

（単位：百万円）

（１７．３．３１） （１６．３．３１）

（ ） （ ） （ ）

仕 掛 品
原 材 料

現 金 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
（た な 卸 資 産 ）

投 資 有 価 証 券

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具

長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 その 他 の 資 産

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 備 品
土 地

子会社株式・出資金

流 動 資 産

未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金

製 品
半 製 品

55

△

563

固 定 資 産

5

2,868
2,314

997

5

△
△ 144
1,081
38

△

△

53
△

当 期 前 期

0

△

△
△

△
△ 397

211

△ 26
2

△

5,621

40

526 417
1,142
2,987

113

429
2,228

521
131

△

△

511

2,347
△

286
3,007

4,418
4,816

94

△

15,433

△
△

234
31
23
481
152
42
18
109
1,172

91

1,205

119
15
2

36

1,140

2,682
1,441

5,102
3,907

18,440
5,387
2,378

1,747
246

452

43,902
17,083
7,305
820
6,000
46
211
2,201
497

5,772
12,390
7,873
712

124

26,694

911

7

46,584

7,140

18,524
7,702

44
237
2,201
286

27,899

160

5,719

856

12,428
8,954

（ 借 方 ）

35,017

対前期増減

38,695 3,678

科 目

期 別

（資 産 の 部 ）

59

資 産 合 計 81,601

△

82,598

△ 54

－3－



貸　 　借　 　対　 　照 　　表

（単位：百万円）

（１７．３．３１） （１６．３．３１）

　 　

当 期 未 処 分 利 益

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

22
任 意 積 立 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金

745 723

1,555

8,655

355

5,131

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金

10,165

688

154

893 893 0

1,510

資 本 剰 余 金

長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債

役員退職慰労金引当金

13,76016,779

流 動 負 債
支 払 手 形

20,563

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 消 費 税 等

前 受 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

資 本 金

固 定 負 債

そ の 他

（資 本 の 部 ）

退 職 給 付 引 当 金

資 本 準 備 金

8,277買 掛 金 9,612

1,551１年以内返済長期借入金

16,582 21,997
2,460

93

未 払 費 用

866
158

44
4 0
51

△

236
1,437
0

1,309

10,810 9,911
42,003 44,944

対前期増減

（ 貸 方 ）

899

（負 債 の 部 ）

当 期 前 期期 別

科 目

2,941

1,212
2,307

443
236

3,019

△

18

1,519

3

82

664

264

0

4
7

2,277

915
61

15

893 893 0
7,200

1,335
5,415
909
65

△

112

800
4,376 4,776 400
5,931

3,488

△

△

62,566

2,800

△
△

7,200

18,286

203

81,601
20,032 18,370

△2△

997

1,100

負 債 合 計

82,598

3,222 △

負 債 ・資 本 合 計
資 本 合 計

△ 4
1,778 1,624

1,662

63,230

1,200

2

－4－



（単位：百万円）

有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
は 移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法
総平均法による低価法
総平均法による原価法

有形固定資産の減価償却の方法
定額法（一部の工場は定率法）

215

1,763

1,200

次 期 繰 越 利 益

1,800

1,674

3,870合　　　　　　　　　　　　計

利 益 処 分 額

利 益 準 備 金

利 益 配 当 金

別 途 積 立 金

2.

36

原 材 料 …

359

【重要な会計方針】

1.

製品、半製品及び仕掛品

21

400

3,200

3.

…

…

…

貯 蔵 品 …

…

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

利　   益  　 処　   分　   案

摘　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

当 期 未 処 分 利 益

（平成17年3月期）

前　　　　　　　　　期当　　　　　　　　　期

（平成16年3月期）

2,8003,488

381

－5－



無形固定資産の減価償却の方法
定額法

重要な引当金の計上基準

リース取引の処理方法

その他財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

7.

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

6.
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

これに伴い、当期において厚生年金代行部分返上益
15億2百万円を特別利益に計上している。

翌期から費用処理している。
なお、当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年
金基金の代行部分について、平成17年1月1日に厚生労働
大臣から過去分返上の認可を受けた。

過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期

数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生の

間以内の一定の年数による定額法により費用処理している。

債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生

会計基準変更時差異は15年による均等額を費用処理し、未
していると認められる額を計上している。

処理額は1,717百万円である。

計上している。

退 職 給 付 引 当 金 … 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付

4.

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっている。

5.

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

貸 倒 引 当 金 … 期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

－6－



（単位：百万円）

（単位：百万円）

保 証 債 務 等 9,777 12,407

(特別損失の主な内訳)

関 連 事 業 損 失 子会社の解散に伴う損失 376

摘 要 当期末(17年３月31日）

17

減 価 償 却 累 計 額 31,846 30,126

厚生年金代行部分返上益 1,502厚生年金基金代行部分
の過去分返上認可

【貸借対照表注記】

前期末(16年３月31日）

【損益計算書注記】

摘 要 当 期 (16.4 ～ 17.3 ）

借 地 権 の 売 却 益

前 期 (15.4 ～ 16.3 ）

(特別利益の主な内訳)

固 定 資 産 処 分 益

－７－



税     効     果     会     計

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の
主な原因別の内訳 主な原因別の内訳

百万円 百万円

退職給与引当金損金 退職給与引当金損金
算入限度超過額 算入限度超過額

リ　　ー　　ス　　取　　引

EDINET に より開 示 を行 うため、記 載 を省 略 している。

未 払 事 業 税

未 払 費 用未 払 費 用 285

66

固 定 資 産 処 分 損
107役員退職慰労金引当金

固 定 資 産 処 分 損
292

未 払 事 業 税

役 　  員   　の   　異   　動

927 1,270

82
1,532

144

子会社株式及び関連会社株式

1.

3,962繰 延 税 金 負 債 合 計
固定資産圧縮積立金
その他有価証券評価差額

1,542

111

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

繰延税金資産

当 期 ( 平成17年3月31日現在 ) 前 期

繰延税金資産

1.

( 平成16年3月31日現在 )

そ の 他

683

1,114
3,003

その他有価証券評価差額
固定資産圧縮積立金
繰 延 税 金 負 債 合 計 4,118

繰 延 税 金 資 産 合 計 3,434

役員退職慰労金引当金

そ の 他346

平成17年4月28日に開示済みのため、記載を省略している。

繰延税金負債

繰 延 税 金 資 産 合 計 3,276

繰延税金負債の純額686繰延税金負債の純額

繰延税金負債
1,220
2,741

－8－


